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都市政策推進室都市観光・地域活性化担当  

 

議会の委任に基づく専決処分について 

 

【報告案件１～４】 

１ 和解当事者 

報告案件 原告 被告 

１ 中野区 有限会社マンガヴィジョン 

２ 中野区 中野区民 

３ 中野区 中野区民 

４ 中野区 プラネッツフーズ株式会社 

２ 経過の概要 

本件は、区が提起した土地建物明渡等請求事件（平成２８年（ワ）第３８７９８号）

について、第１回口頭弁論期日において、上記１の各当事者に対し裁判所から和解の

勧試があり、各当事者が当該勧試に応じ、訴訟上の和解による解決が図られた。 

３ 訴訟経過 

  平成２８年（２０１６年）１１月１６日 東京地方裁判所に訴えの提起 

  平成２９年（２０１７年）１月２５日 第１回口頭弁論期日 裁判所の和解勧試 

            同年２月１３日 和解期日 和解成立 

４ 和解条項の内容 

⑴ 被告は、原告に対し、原告所有の建物の一部（以下「本件建物」という。）を権

原なく占有していることを認める。 

⑵ 原告は、被告に対し、本件建物の明渡しを、平成２９年３月３１日まで猶予する。 

⑶ 被告は、原告に対し、平成２９年３月３１日限り、本件建物を明け渡す。 

⑷ 被告は、本件建物内に残置した全ての動産について、その所有権を放棄し、原告

が自由に処分することにつき何ら異議を述べない。 

⑸ 被告は、原告に対し、占有移転禁止仮処分命令申立事件について、原告が供託し

た担保の取消しに同意し、その取消決定に対し抗告しない。 

⑹ 被告は、東京地方裁判所平成２８年（ワ）第３３９６６号賃借権確認請求事件及

び東京地方裁判所平成２８年（ワ）第３８７９８号土地建物明渡等請求事件につい

て、原告に対し、陳述書面の作成等の裁判手続につき誠実に協力する。 

⑺ 原告は、その余の請求を放棄する。 



⑻ 原告及び被告は、本件に関し、原告と被告との間で本和解条項に定めるものの他

に債権債務がないことを相互に確認する。 

⑼ 訴訟費用は各自の負担とする。 

５ 和解の理由 

本件については、裁判所から和解の勧試があったところ、上記１の各被告も無権原

の占有であることを認めて占有建物を明け渡すこと、区が訴えを提起した土地建物明

渡等請求事件等の裁判手続において当該各被告から区が協力を得られることで当該事

件等の早期解決に資すると考えられることから、訴訟上の和解により解決することと

した。 

 

【報告案件５】 

１ 和解当事者 

申立人 中野区 

相手方 株式会社ライト 

２ 経過の概要 

本件は、区が旧桃丘小学校に係る建物の占有を続ける相手方に対しその明渡し等を

求める訴えの提起を行う前に、相手方から区に対し訴訟以外の解決の申出があったこ

とから、当該申出に応じ、訴え提起前の和解による解決が図られた。 

３ 申立て経過 

  平成２９年（２０１７年）１月１２日 東京簡易裁判所に訴え提起前の和解申立て 

            同年２月２０日 和解期日 和解成立 

４ 和解条項の内容 

⑴ 相手方は、申立人に対し、申立人所有の建物（以下「本件建物」という。）を権

原なく占有していることを認める。 

⑵ 申立人は、相手方に対し、本件建物の明渡しを、平成２９年３月３１日まで猶予

する。 

⑶ 相手方は、申立人に対し、平成２９年３月３１日限り、本件建物を明け渡す。 

⑷ 相手方は、本件建物内に残置した全ての動産について、その所有権を放棄し、申

立人が自由に処分することにつき何ら異議を述べない。 

⑸ 申立人は、相手方に対する占有移転禁止仮処分命令申立事件を取り下げる。 

⑹ 相手方は、申立人に対し、⑸の仮処分命令申立事件について、申立人が供託した

担保の取消しに同意し、その取消決定に対し抗告しない。 

⑺ 相手方は、東京地方裁判所平成２８年（ワ）第３３９６６号賃借権確認請求事件



及び東京地方裁判所平成２８年（ワ）第３８７９８号土地建物明渡等請求事件につ

いて、申立人に対し、陳述書面の作成等の裁判手続につき誠実に協力する。 

⑻ 申立人及び相手方は、本件に関し、申立人と相手方との間で本和解条項に定める

ものの他に債権債務がないことを相互に確認する。 

⑼ 和解費用は各自の負担とする。 

５ 和解の理由 

  本件については、相手方から訴訟以外の解決の申出があったところ、相手方も無権

原の占有であることを認めて占有建物を明け渡すこと、区が訴えを提起した土地建物

明渡等請求事件等の裁判手続において相手方から区が協力を得られることで当該事件

等の早期解決に資すると考えられることから、訴え提起前の和解により解決すること

とした。 


